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3-2. 情報通信施設の配置計画の検討 

対象エリア、地形条件、電源の確保、施設の設置が可能な用地・建物の状況などの条件、電波の伝搬

シミュレーション、伝搬調査等を踏まえて、無線基地局の設置箇所を検討します。 

無線基地局の配置、既存通信施設、公道や利用可能な電柱等の諸条件を踏まえ光ファイバの路線計

画を検討します。 

光ファイバの計画路線、無線基地局の候補地点を踏査し、線路構築の可能性がある電柱や既存インフ

ラ、無線基地局を設置可能な用地・建物とその周辺状況（遮蔽物等の有無）を確認し、施設配置計画を策

定します。整備費用、維持管理費用の試算も行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．無線基地局の配置計画の考え方（ＬＰＷＡの例） 

（１）地形条件による通信への影響 

中山間地と平地では地形の違いから無線基地局の配置の考え方が異なります。中山間地では山に囲ま

れたエリアごとにスポット的に基地局を設置する必要があります。平地では、見通しの良い場所に基地局を

設置し、１つの基地局でできるだけ広域をカバーするようにします。 

 

図 3-5 中山間地と平野部での置局設計の考え方 

 
  

◼ 役場や展望台、ライ

スセンターなどで広

域(2～10km)をカ

バーする考え方。

◼ LTE回線を利用。

◼ LPWA展開としては

一般的な方法。

平野部での置局設計の考え方

中山間地での置局設計の考え方

見晴らしの良い場所に
基地局設置

屋内にそのまま設置

◼ 公民館、防災無線柱、

個人住宅などを利用し

て簡易設置でスポット

(～500m程度) をカバ

ーする。

◼ 既存光ファイバ網を活

用。

基地局設置工事費：20～50万円程度

基地局設置工事費：ゼロ

ポイント

⚫ 無線基地局の配置計画は、通信の安定性の確保、効率的な施設配置、維持管理の容易さなどの

観点で検討します。 

⚫ 光ファイバの路線計画の検討にあたっては、電柱の強度不足や電柱の不在といった状況も想定され

るため、既存インフラの活用、農業生産基盤整備等と連携した通信施設の整備等の幅広い視点で

の対応も検討します。 

ポイント
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（２）基地局設置箇所の選定の考え方 

基地局の設置箇所は、次のような場所が候補になります。 

① できるだけ高所に設置可能な場所 

見通しがいい高所に設置することで、通信距離が広がり、設置箇所数を少なくすることが可能になり

ます。 

② 事業主体や利用予定者など関係者が所有、管理する施設や公共施設 

関係者が所有・管理する施設（農業水利施設、カントリーエレベータ等の農業用施設等）や公共施

設の場合、施設利用料などのコストを抑えることが可能になるとともに、既に光ファイバがその施設まで

整備されている場合には工事費の縮減につながります。 

③ 維持管理のしやすい場所 

車でアクセスしやすい、高所作業車が不要など維持管理のしやすい箇所を検討します。 

④ 電源の確保しやすい場所 

   設置予定箇所の周辺に使用可能なコンセントがあれば、設置コストも安く安定的な電力供給が可能

です。コンセントがない場合には、ソーラーパネル＋バッテリーでの運用を検討します。その場合、日照

時間など必要な条件が確保できる必要があります。 

 
図 3-6 無線基地局の配置の候補となりえる施設の例 

 

  

排水機場 揚水機場 警報局

調圧水槽 市役所屋上(公共施設) 防災無線（公共施設） 公園（公共施設）
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（３）電波伝搬シミュレーション 

基地局設置箇所の候補地の選定にあたっては、専用ソフトを使って簡易的に電波伝搬シミュレーションを

行うことが可能です。こうした方法も活用して候補地点の選定、絞り込みを行います。 

図 3-7 電波伝搬状況のシミュレート図 

 

（４）電波の伝搬試験 

無線基地局の設置箇所の候補地が決まったら、実際に電波が届くかどうか現地で試験を行います。伝

搬試験は、電気通信事業者の協力の下で、次のような流れで行います。 

① 無線基地局の候補地に、電波試験機（親局）を設置 

② 通信端末（子局）の設置予定地に試験端末を設置し通信状況を確認 

③ 電波が届かない場合は、設置位置を見直し再度確認 

④ 見直しを行っても電波が届かない場合は、無線基地局（親局）の追加を検討 

⑤ ①～④を繰り返し、対象区域内の電波伝播状況を整理 

図 3-8 電波の伝播状況の試験調査の取組例 

  

電波試験機（親局）

農地周辺
試験端末（子局） ため池

試験端末（子局）
揚水機場建屋内
試験端末（子局）

取水口
試験端末（子局）
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（５）無線基地局の配置案の検討 

地図上に電波の伝播状況を整理して図式化し、最適と考えられる配置案を取りまとめます（図 3-9）。な

お、用地買収や借地が必要な箇所については、地権者への説明、同意取得も並行して実施する必要があ

ります。 

図 3-9 の例では、無線基地局の配置計画の検討を次の手順で実施しています。 

① 子局(センサ類)の設置予定箇所を地図上にプロットする。 

② 当該エリアは平地であることから、およそ 1～2km 程度の同心円を通信可能なエリアと想定し、最も

効率良くカバー可能であるとともに、P34 に示す条件の両方を満たす場所を地図上から割り出し、候

補地として４箇所を選定。 

ア 基地局①（揚水機場）、②（排水機場） 

高所に設置可能、施設管理者である市の許可の取得及び電源の確保が容易であったことから選

定。 

イ 基地局③、④（高台） 

高所に設置可能、施設管理者である市の許可の取得が容易であったこと及び子局が近く安定的

な通信確保が見込まれたことから選定。 

③ 候補地を選定後、P35の（３）、（４）に示す電波伝搬状況のシミュレーション及び実測を行い、問題無

いことを確認した上で、無線基地局の設置場所を確定させた。 

図 3-9 無線基地局の配置案 

 
出典：国土交通省国土地理院作成の電子地形図を加工して作成 

  

500m

P

P

P

P

P

P

P

基地局①（排水機場）

P

基地局②（揚水機場）

基地局③（高台）
基地局④（高台）

凡 例

：用水路

：分水工

P ：揚水機場

：排水機場P

：水位センサ

：LPWA基地局

：操作盤信号取得装置

：遠隔監視カメラ

：LPWA通信想定範囲

揚水機場内：

：自動給水栓＋排水口

排水機場内：

分水工：

排水機場内：

見守りセンサは基地局通信半径内で利用可
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<事例 5>袋井市における LPWA無線基地局の配置計画例 

静岡県袋井市では、地元土地改良区による幹線用水路から

末端用水路への分水管理のための見回りや、市役所による排水

機場の降雨時の監視等に多大な労力を要していました。このた

め、令和 2 年度から農林水産省の実証事業を活用して、ICT を

活用した管理の省力化に取り組んでいます。 

実証にあたって、まず施設を管理する土地改良区、市から現在の管理方法とＩＣＴ導入後に期待す

る効果についてヒアリングを行いました。その後、現地踏査により、水位センサ、監視カメラ等の通信端

末を設置する箇所を選定しました。そのうえで、設置箇所数、月々の通信コストやデータの送受信容量

を踏まえ、通信規格を LPWA とし、そのうち導入可能な端末が特定の事業者に限定されないオープン

規格である「LoRaWAN(R)」を採用しました。また、基地局の設置箇所の選定に当たっては、 

(1) 通信端末に電波を安定して到達させるため、見通しの良い高所であること 

(2) 管理主体が保守・メンテナンスを柔軟に行うことができる施設であること 

(3) 将来通信端末の設置可能性がある施設をカバーできる場所であること 

といった条件を踏まえ、仮設の無線基地局による電波の伝搬試験を経て、袋井市役所屋上及び月見

の里遊学館（袋井市管理）の 2 箇所を選定しました。 

 

 

 

 

 

地域内で最も高所の袋井市役

所屋上に取り付けた LPWA 基地局

は半径３㎞程度の通信距離を見

込むことができ、通信端末にリトライ

（再通信）機能を持つものを導入す

ることで、通信成功率はほぼ 100%

を確保できました。 

また、運用コストを検証した結

果、従来型の管理システムに比べ

更新費用、通信費、人件費につい

て 5 年間で約 2 千万円（年間約

390 万円）の削減効果が期待でき

ることがわかりました。 

アンテナ 

取組事例

静岡県

袋井市

袋井市役所屋上からの見通し 

LPWA 基地局 

（袋井市役所屋上） 

袋井市における LPWA 無線基地局の配置計画 

出典：国土交通省国土地理院作成の電子地形図を加工して作成 

LPWA 基地局 

（月見の里遊学館） 

P

P

P

袋井市役所

月見の里遊学館

P

P

P

P

：用水路

：分水工

P ：揚水機場

：排水機場P

：LPWA基地局

：水位センサ

：操作盤信号取得装置

：遠隔監視カメラ

：LPWA通信想定範囲

P

P

排水機場

排水機場

【 凡 例 】
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    <事例 6>大阪府能勢町 中山間地域における無線基地局の配置計画 

大阪府能勢町天王地区では、スマート農業技術を活用して生産性向

上、収益向上、生活環境の改善を図るべく、地域住民により「天王ナチュ

ラルファーム」が組織され、農地集積・集約化、農産物の販路拡大、農産

加工品の新規開発、農業体験イベントの開催等の取組が行われていま

す。 

令和 2 年度からは、「スマート農業加速化実証プロジェクト」の採択を受

け、携帯電話通信網と LPWA（LoRaWAN(R)）を活用した農地の水管理、鳥

獣わなの見回りの省力化に取り組んでいます。 

取組に当たり、まず携帯電話（LTE）

の通信可能エリアを地図上で重ねると

ともに、現地で電波の伝搬状態を確認

したところ、一部の農地では携帯電話

の通信圏外であること、携帯電話の通

信圏内に設置した LPWA 基地局から

は、末端の農地まで LPWA の電波が

届かないことが判明しました。 

このことから、本地区では、携帯電

話の通信可能エリア圏外に LPWA 基

地局のリピーター（中継局）を 2 基設置

することにより LPWA の通信可能範囲

を拡大させました。 

これにより、携帯電話の通信圏外でも通信環境を確保するとともに、LPWA を活用した緊急時の通信

手段の確立など、中山間地域における農作業を安心安全に行うための環境づくりにも寄与しています。 

能勢町

大阪府

中継
中継

：LTE通信可能エリア

：受益農地

：LPWA通信可能エリア

：LPWA基地局

【 凡 例 】

：LPWA中継局（リピーター）

マルチセンサ
（気象情報計測）

LoRaカメラ

LPWA基地局

マルチセンサ
（気象情報計測）

LoRaカメラ

LPWA基地局

取組事例

能勢町における LPWA 通信網 模式図 

LTE 通信可能エリアと受益農地に対応した LPWA 基地局の配置計画 

出典：国土地理院撮影の空中写真（2009 年撮影）を加工して作成 
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２．光ファイバの整備計画の考え方 

（１）農地エリアにおける光ファイバ整備の留意点 

人が住まない農地エリアでは、次のような点で、居住エリアにおける整備とは条件が異なる場合があるの

で、注意が必要です。 

① 電柱が存在しない、電柱を新たに建柱するスペースの確保が難しい、電力・電線の電柱が存在して

いても、荷重計算(積載荷重や風荷重)上の強度不足により共架不可の可能性がある。 

② 既設の電気通信事業者の通信設備に接続する場合、居住エリアのニーズに応じた設計がされてお

り、新たなニーズに対し通信容量が足りない可能性がある。 

③ 光ファイバのセンター設備を設けている局舎からサービスの提供を計画するエリアまでが遠い場合、

減衰により十分な性能を発揮できない可能性がある。 

 

（２）光ファイバの導入方式 

光ファイバの導入にあたっては、電気通信事業者のサービスに加入する「引き込み」と、自らが施設を整

備し、運用・管理を行う「自営線」方式があります。 

特に農地エリアでは、電気通信事業者によるサービス提供が行われておらず、自営線方式により敷設し、

電気通信事業者と相互接続を行うことが多くなると想定されます。 

調査の段階で、電気通信事業者との間で、引き込みの可否や自営線の相互接続、自治体資産の IRU１３)

ケーブルの貸与可否についても確認しておくことが望まれます。 

 
表 3-5 光ファイバの導入方式と特徴 

導入方式 長所 短所 

引き込み 

・既存の電気通信事業者のサービスに加入申

込みを行い、電気通信事業者による引き込み

工事を行うだけのため、手続きが容易である。 

・他の利用者と光ファイバの芯線を共有するため、

各自の通信容量が増大した場合、安定した通信速

度を維持できない可能性や回線増強の必要性が

ある。 

・インターネットに接続する場合、１回線１契約毎の

料金が必要となり、接続数が多くなる場合はコスト

が増大する。 

・電気通信事業者のサービス提供外エリアの場合、

申込みが不可能。 

自営線 
・自らのニーズに沿った通信容量の芯線を敷設

できるため、安定した通信品質を確保できる。 

・局舎、芯線等の一式の設備を自らで整備・管理す

る必要があるため、建設・運用コストがかかる（ただ

し、ＩＲＵによる管理委託等も可能な場合がある。）。 

・インターネットに接続する場合、他の電気通信事業

者との相互接続の必要が生じ、接続設備の設計・

構築や各種手続きが必要となる。 

・第三者に通信のサービスを提供する場合、電気通

信事業者の資格が必要である。 

 

  

 

１３) IRU：Indefeasible Right of User の略。関係者の合意がない限り、破棄または終了させることができない長期安定的な設

備等の使用権契約。 
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（３）敷設方法 

光ファイバの主な敷設方法としては、架空線方式と地中化方式があります。現地の状況を踏まえ、適切

な方式を選定します。 

農地エリアでは、敷設の延長が長く、そもそも電柱がない、電柱の空きがないといった厳しい条件になる

場合も想定されます。そういった場合でも、既存の施設（水道溝、電灯、鉄道敷地等）の活用や他者の光フ

ァイバとの一束化１４)により解決した事例もあります。(図 3-10)。このほか、通水断面や施設管理上支障の

ない範囲で、水路敷の活用等についても検討します。 

 

表 3-6 光ファイバの敷設形態 

敷設方法 長所 短所 

架空線方式 

・施工に掘削を伴わないので、工事費用が安く、

電力、電線などの電柱が共架可能な場合は活

用が可能。 

・地中化方式に比べ施工がしやすく、需要の変

動に対して、スピーディな対応が可能。 

・地震や台風といった災害に弱く、断線の可能性

が地中化方式よりも高い。 

・電柱が道路の有効幅を狭める為、通行車両の

妨げとなりやすく、衝突の危険性がある 

・電柱により景観が悪くなる。 

地中化方式 

・地震や台風といった災害に強い。 

・道路を広く使うことができ、通行車両の衝突、

破損の危険性が少ない。 

・景観が良い。 

・施工に掘削を伴う為、工期が長く工事費用が

高くなる。 

・設備増強が必要になった場合、架空線方式に

比べて施工しにくい。 

・農村地域では道路下にパイプライン等が敷設さ

れている場合、設置に必要なスペースの確保

や施工が難しくなる。 

 

 

 

  

 

１４) 一束化：電柱を使用する複数の事業者の通信線を 1 箇所の共架ポイントに束ねて敷設すること。 

電灯に共架に線路
（会津若松市 芦ノ牧）

共架の空きなし、不可柱が多い、線路が作れない

他社の施設に相乗り（割勘）

他者の光ファイバと一束化
（志布志市）

他者の施設内に線路
（会津若松市 水道構）

共架すべき電柱がない？

金属製可とう管

電柱はないわけではないが、ダム横断や国道横断が多いこと
から、最短ルートである会津鉄道の軌道内のトラフ、電柱、トン
ネル、橋梁を相乗り利用し、特に地面を這わせる箇所は金属
製可とう管に光ファイバを入れて軽く埋設、またはアンカーで止め
て敷設した。

（関西ブロードバンド株式会社提供） 

 

図 3-10 条件不利地域における光ファイバの敷設の解決事例 

（関西ブロードバンド株式会社提供） 




